（様式第３号関係）

商工業振興事業補助金　事業実績報告書

１　事業概要
(1)　工場等の設置の概要
	種　　別　※
	新設　・　移設　・　増設　　（いずれかを選択）

	主要製品名又は主要業務
	



(2)　工場等の設置場所等
	代表地番
	佐久市

	用途地域※
	
	工業団地名
	

	当該工場等で
事業を営む者
	住所

	
	氏名

	名称
	


　　※用途地域は、佐久都市計画図の用途区分に応じて記入すること。
工業団地名は、該当する場合に記入すること。

(3)　事業期間
	事業着手年月日
	操業開始年月日
	事業完了年月日※

	年　　月　　日
	年　　月　　日
	年　　月　　日


　　※事業完了年月日は、操業開始予定日・事業費支払完了予定日・雇用計画完了予定日のうち、　最も遅い日付を記入すること。

(4)　資金内訳
	

	投資固定資産額
（円）
	資　金　内　訳（円）

	
	
	借入金
	自己資金
	その他

	土　地
	
	
	
	

	建　物
	
	
	
	

	償却資産
	
	
	
	



(5)　操業開始後５年間の事業計画（申請事業に係るもの）
	区　分
事業収入
	操業年度
(万円)
	２年度
(万円)
	３年度
(万円)
	４年度
(万円)
	５年度
(万円)

	売 　上　 高
	
	
	
	
	

	営業利益
	
	
	
	
	



２　取得した土地の内訳
	所在
	地目
	面積

	佐久市
	
	
	㎡

	佐久市
	
	
	㎡

	佐久市
	
	
	㎡

	佐久市
	
	
	㎡

	佐久市
	
	
	㎡

	合計面積
	
	㎡

	取得価格
	
	円
	１㎡（坪）当たり単価
	
	円

	取得年月日
	　　　年　　　月　　　日





３　設置した工場等の概要
（１）家屋等の投資額
	項　　目
	取得額
（円・税抜）
	取得年月日
	延床面積
又は数量

	建物及び付属設備
	円
	年　　月　　日
	

	構築物
	円
	年　　月　　日
	

	機械装置
	円
	年　　月　　日
	

	車両運搬具
	円
	年　　月　　日
	

	工具備品
	円
	年　　月　　日
	

	その他
	円
	年　　月　　日
	

	合計
	円
	年　　月　　日
	


　　※償却資産は地方税法（昭和25年法律第226号）第341条第４号に規定する償却資産が補助対象となります（工場等活用事業を除く。）。それぞれの項目別に、取得の総額を記載してください。


（２）家屋等の賃貸借の概要
	家屋等の種類
	空き工場　・　サテライトオフィス　（いずれかを選択）

	開設年月日
	　　　　　年　　　月　　　日

	利用人数
	

	賃借する家屋等の名称
	

	賃貸人
	住所

	
	氏名

	賃借料月額
	　　　　　　　　　　　円（敷金及び礼金を除く）

	賃貸借面積
	　　　　　　　　　㎡
	うち、工場等の用途以外に使用する部分
	㎡

	契約期間※
	　　　年　　月　　日～　　　年　　月　　日

	備考
	



※契約期間が３年以内の場合、契約期間後の利用計画について備考欄へ具体的に記入すること。




４　従業員雇用実績
（１）雇用実績確認表
（単位：人）
	区　　　　　分
	事業
主体
	共同
事業者
	合計

	申請時の市内全事業所の常用雇用者数
（総数）
	市内居住者
	
	
	

	
	市外居住者
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	事業完了までの
雇用実績
	新規常用雇用者
	市内居住者①
	
	
	

	
	
	市外居住者②
	
	
	

	
	　市外事業所から
転入する常用雇用者
	市内居住者③
	
	
	

	
	
	市外居住者④
	
	
	

	
	事業完了時の
市内全事業所
雇用実績
	市内居住者⑤（①＋③）
	
	
	

	
	
	市外居住者⑥（②＋④）
	
	
	

	
	
	小計（⑤+⑥）
	
	
	

	
	⑤のうち、移住者の雇用実績※
	
	
	

	事業完了時の市内全事業所の
常用雇用者数（総数）
	市内居住者
	
	
	

	
	市外居住者
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	事業完了後２年度目の市内全事業所の
予定常用雇用者数（総数）
	市内居住者
	
	
	

	
	市外居住者
	
	
	

	
	小計
	
	
	

	事業完了後３年度目の市内全事業所の
予定常用雇用者数（総数）
	市内居住者
	
	
	

	
	市外居住者
	
	
	

	
	小計
	
	
	


※常用雇用者とは、雇用保険法（昭和49年法律第116号）第４条第１項に規定する被保険者として雇用されている者をいいます。
市内居住者とは、市内に住所を有する者をいいます。また市外居住者は市内居住者以外の者をいいます。
※計画に当たっては、雇用する常用雇用者数が佐久市商工業振興条例施行規則別表に規定する　人数以上であり、かつ、市内事業所の総雇用者数においても規定人数以上の増加が必要です。
また、補助金の交付を受けている期間は、この要件を維持する必要があります。
※移住者とは、平成３１年４月１日以降に転入し、市内の住民基本台帳に記録された者で、その　転入の日から起算して過去５年以内に佐久広域連合組織市町村（佐久市・小諸市及び北佐久郡町村・南佐久郡町村）の住民基本台帳に記録されたことのないものをいいます。

（２）移住者雇用確認表
	No.
	氏名
	佐久市への転入日
	上段：前住所　下段：現住所

	1
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	2
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	3
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	4
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	5
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	6
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	7
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	8
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	9
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	10
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	11
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	12
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	13
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	14
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市

	15
	
	　　　年　　月　　日
	

	
	
	
	佐久市






５　取得した家屋等の内訳
（１）建物
	所在地番
（家屋番号）
	用途
	建築面積
（㎡）
	延床面積
（㎡）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	

	合計
	



（２）建物付属設備
	資産の名称
	数量等
	耐用年数
（年）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	



（３）構築物
	資産の名称
	数量等
	耐用年数
（年）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	



（４）機械・装置
	資産の名称
	数量等
	耐用年数
（年）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	




（５）車両・運搬具
	資産の名称
	数量等
	耐用年数
（年）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	



（６）工具・備品
	資産の名称
	数量等
	耐用年数
（年）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	



（７）その他
	資産の名称
	数量等
	耐用年数
（年）
	取得年月日
	取得価格
（円・税抜）

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	合計
	





６　添付書類
【各事業共通】
（１）（共同事業者がいる場合）事業主体との関係が確認できる書類
（２）会社パンフレット等の会社概要資料
（３）図面（位置図、配置図、平面図）
（４）事業に係る固定資産（土地・工場等）の写真
（５）次に掲げる書類で、いずれも申請日時点のもの
（工場等活用事業のうち、テレワーク施設整備・サテライトオフィス賃貸分は不要）
　　①従業員名簿（氏名・読み仮名・生年月日・住所が５０順で記載されているもの）
　　②ハローワークが発行する事業所別被保険者台帳（台帳照会で区分等コード「１－２」（取得中の被保険者、氏名の５０音順）で出力したもの）
③移住者を雇用した場合、対象者の住民票又は戸籍の附票の写しで、本市への転入の日から　　５年間の住所地が証明できるもの

【工場等用地取得事業】・【企業立地雇用支援事業】
（１）事業用地の公図及び土地利用計画図
（２）土地売買契約書（写）
（３）土地売買代金を支払ったことを証する書類（領収書等）
（４）土地の登記事項証明書

【工場等設置事業】
（１）家屋等の工事請負契約書（写）又は売買契約書（写）若しくは注文書（写）
（２）上記（１）に係る請求書（写）
（３）上記（２）の代金を支払ったことを証する書類（領収書等）
（４）土地・家屋名寄帳（課税台帳）
（５）納税証明書又は固定資産税領収書
（６）（建築物等を取得した場合）
①建築物等の登記事項証明書
[bookmark: _GoBack]②建築物等の設置に係る建築確認済証（写）
（７）（償却資産を取得した場合）
①償却資産の配置位置を示す図面
②償却資産課税台帳・償却資産種類別明細票（一覧表）

【工場等活用事業】
（１）賃貸借契約書（写）
（２）上記（１）の代金を支払ったことを証する書類（領収書等）
（３）（テレワーク施設整備費用補助の場合）
【工場等設置事業】の（１）～（３）と同様の書類
